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表紙

（
電子提供措置事項のうち法令および定款に基づく

）
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

第25期定時株主総会資料

●　事業報告

「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況」

●　連結計算書類

「連結株主資本等変動計算書」

「連結注記表」

●　計算書類

「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」

第25期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）

上記事項につきましては、法令および当社定款第14条第２項の規定に基づき、書面交付請

求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとお

りであります。

① 当社および子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合する

ことを確保するための体制

　当社および子会社が継続、発展していくためには、全ての取締役、使用人が

法令遵守の精神のもと、公正で高い倫理観を持ち行動することが必要不可欠で

あると認識しております。

イ. 取締役は、社会の一員として企業倫理・社会規範に即した行動を行い、

健全な企業経営に努めております。

ロ. 取締役は、取締役会の適切な意思決定に基づき、各々委嘱された業務を

執行するとともに、業務執行の状況を取締役会に報告しております。

ハ. 取締役会は、取締役会規則、職務分掌規程、職務権限規程、関係会社管

理規程等の職務の執行に関する規程を制定し、取締役、使用人は定めら

れた規程に従い、業務を執行しております。

ニ. 定期的に実施する内部監査では、法令、定款および社内規程に準拠し業

務が適正に行われているかについて監査するとともに、その結果を代表

取締役へ報告する体制を構築しております。

② 当社および子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する

体制

　取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程等の規程に基づ

き、安全かつ適正に保存しております。また、取締役および監査役は常時これ

らの文書を閲覧できるようにしております。

③ 当社および子会社の損失の危険の管理に対する規程その他の体制

　当社および子会社は事業活動上の重大な事態が発生した場合には、当社代表

取締役指揮下の対策本部を設置し、迅速かつ的確な対応を行うとともに、損

失・被害等を最小限にとどめる体制を整えております。

　また、当社では法律事務所と顧問契約を結び、重要な法律問題につき適時ア

ドバイスを受け、法的リスクの軽減に努めております。
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④ 当社および子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

　当社および子会社は、定例の取締役会を開催するほか、適宜臨時の取締役会

を開催し、取締役会規則により定められた事項およびその付議基準に該当する

事項は、全て取締役会に付議することを遵守して、重要事項の決定を行ってお

ります。

　また、取締役会では定期的に各取締役から職務執行状況の報告を受け、職務

執行の妥当性および効率性の監督等を行っております。

　日常の職務執行については、職務権限規程等の規程に基づき権限の委譲を行

い、権限と責任を明確化して迅速な職務の執行を確保するとともに、必要に応

じて規程の見直しを行い、取締役の職務の執行が適正かつ効率的に行われる体

制を構築しております。

⑤ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する事項

　当社は子会社の適切な管理および経営内容の的確な把握のため、当社取締役

または使用人を出向させることができるようにしております。

　また、当社の「関係会社管理規程」に定める管理担当取締役は、必要に応

じ、当社の取締役会において子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報

に関して報告する体制を構築しております。

⑥ 当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制

　当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の自主性を尊重しながら円

滑な情報交換とグループ活動を促進するため、適時、関係者による会議を開催

することとしております。

　「関係会社管理規程」に定める管理担当取締役は、同規程に基づく当社への

決裁・報告制度により子会社の経営管理を行うとともに、内部統制の実効性を

高める施策を実施し、必要に応じて子会社への指導・支援を行うこととしてお

ります。

⑦ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役と取

締役が協議した上、必要に応じて使用人を配置することといたします。
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⑧ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の求めにより監査役補助者として使用人を配置した場合の当該使用人

の異動、人事考課等については、当該使用人の独立性を確保するため、監査役

の事前の同意を得ることといたします。

⑨ 当社の監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する

事項

　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人に関し、監査役の指揮命令に従う

旨を当社の取締役および使用人に周知徹底することといたします。

⑩ 当社および子会社の取締役および使用人等が当社の監査役に報告するための体

制その他の監査役への報告に関する体制、ならびに報告を行った者が当該報告

をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

イ. 監査役は取締役会のほか、必要に応じて重要会議に出席するとともに、稟

議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、取締役または使用人に

その説明を求めることができる体制を構築しております。

ロ. 取締役は、取締役会において担当する業務執行の状況等を定期的に報告す

る体制を構築しております。

ハ. 取締役および使用人等は、取締役の職務執行に関して重大な法令・定款違

反および不正行為の事実、または会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事

実を知ったときには、速やかに監査役に報告する体制を構築しておりま

す。

ニ. 監査役に対して報告を行ったことを理由として、当該報告者は何ら不利益

な取扱いを受けないよう、取締役および使用人等に周知徹底するものとし

ます。また、「内部通報に関する規程」においても通報者の保護を規定し

ております。

⑪ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当

該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役の職務の執行にかかる費用等の処理について、その費用等が当該監査

役の職務執行に必要でないと証明した場合を除き、速やかに当該費用等の処理

を行うものとします。
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⑫ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ. 監査役は、代表取締役と定期的な会合を持ち、会社が対処すべき課題、監

査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を行う

体制としております。

ロ. 監査役は、必要に応じて、会計監査人および内部監査担当と連携を図り、

情報交換を行うとともに監査の実効性が確保できる体制としております。

⑬ 財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社および子会社は財務報告の信頼性確保および金融商品取引法第24条の４

の４に規定する内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、代表取締役社長

の指示の下、内部統制システムの構築を行い、その仕組みが有効かつ適正に機

能することを継続的に評価し、必要な是正を行うこととしております。

⑭ 反社会的勢力排除に向けた体制

　当社および子会社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および

団体とは一切の関係を遮断し、不当要求等を受けた場合は組織として毅然とし

た態度で臨むとともに、顧問弁護士や所轄警察署等の専門機関と綿密に連携

し、組織全体として速やかに対応することとしております。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

①　内部統制システム全般

　代表取締役社長の指示の下、内部統制プロジェクトチームおよび内部監査担

当がモニタリングしリスク評価を行って、必要に応じて改善を進めておりま

す。また、内部統制プロジェクトチームは、金融商品取引法に基づく「財務報

告に係る内部統制の有効性の評価」を行っております。

②　グループ経営管理体制

　「関係会社管理規程」を整備し、子会社への指導・支援および子会社からの

報告を通じて重要な情報を共有し、当社の取締役会において企業グループとし

ての判断を行っております。

③　コンプライアンスに対する取り組み

　コンプライアンス委員会を設置して、コンプライアンス重視の経営の推進、

強化を図り、社内外の問題について検討、諮問を行っております。また、内部

通報制度による通報・相談窓口の周知に努めました。
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④　取締役の職務の執行

　定例取締役会に加えて適宜臨時取締役会を開催し、重要事項の決定を行って

おります。また、取締役会規則および職務権限規程等の規程に基づき、権限と

責任を明確化して迅速な職務の執行を行っております。

⑤　監査役の職務の執行

　監査計画に基づき監査を実施するとともに、取締役会その他重要な会議へ出

席するほか、重要書類の点検、代表取締役社長との定期的な意見交換等を行っ

て、取締役の職務の執行状況、内部統制の運用状況等の監査を行っておりま

す。
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連結株主資本等変動計算書

( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 573,159 2,631,398 △1,200,276 2,004,281

当連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 141,085 141,085 282,171

親会社株主に帰属す
る当期純損失（△）

△429,685 △429,685

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 141,085 141,085 △429,685 △147,514

当連結会計年度末残高 714,244 2,772,484 △1,629,961 1,856,767

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権
非支配株主
持　　　分

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

その他の包括利
益累計額合計

当連結会計年度期首残高 － － 2,692 28,164 2,035,138

当連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 282,171

親会社株主に帰属す
る当期純損失（△）

△429,685

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

△222 △222 △1,748 △12,177 △14,148

当連結会計年度変動額合計 △222 △222 △1,748 △12,177 △161,663

当連結会計年度末残高 △222 △222 943 15,987 1,873,475

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結注記表

　連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　１社

・連結子会社の名称　　　　　　日本革新創薬株式会社

②　非連結子会社はありません。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項

①　有価証券の評価基準及び評価方法

・その他有価証券

　市場価格のない株式等………移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品……………………………最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）を採用しております。

③　固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産…………………定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降

（リース資産を除く） に取得した建物附属設備については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　８年～22年

工具、器具及び備品　４年～15年

ロ．無形固定資産…………………定額法によっております。

（リース資産を除く） なお、自社利用目的のソフトウェアについては社内にお

ける見込利用可能期間（３～５年）、契約関連無形資産

については契約期間に基づいております。

④　繰延資産の処理方法

　　株式交付費及び新株発行費…支出時に全額費用処理しております。

⑤　収益及び費用の計上基準

　　顧客との契約について、企業会計基準第29号第17項に基づき、収益を認識するための

５つのステップに従い、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　　知的財産等収益は、主にライセンス許諾に係るロイヤリティ収益、契約一時金及びマ

イルストン収入等が含まれます。ロイヤリティ収入は、ライセンス先の企業の売上高に

基づいて生じるものであり、ライセンス先の企業において当該商品が販売された時点で

収益を認識しております。契約一時金は、顧客への開発権・販売権等の付与が履行義務

であり、当該契約を締結した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を

認識しております。マイルストン収入は、顧客との契約で定められた、規則当局への承

認申請等を含む開発フェーズの進捗の条件の達成が履行義務であり、当該条件の達成に

より履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。
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　　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含

まれておりません。

⑥　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益

として処理しています。

２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っておりますが、当連結会計年度の損益及び期首利益剰余金に与える影響は

ありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及

び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわた

って適用することとしております。なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える

影響は軽微であります。

　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価レベルごとの内訳等に関する

事項等の注記を行うこととしました。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 95,675千円

３．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産　 10,105千円

無形固定資産　124,529千円

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、固定資産の減損損失の見積りに際し、減損の兆候があると判定された資

産又は資産グループについて減損損失の認識の判定を行っており、資産又は資産グループの

帳簿価額と、それから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額とを比較することによ

り、減損損失の認識を判定することとしております。市場環境の変化により、減損の兆候が

あると判定され、減損損失を認識する必要が生じた場合には、減損損失の計上により翌連結

会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（投資有価証券の評価）

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

投資有価証券（非上場株式）　143,192千円　　投資有価証券評価損　100,319千円

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、投資有価証券（非上場株式）の実質価額が著しく低下した場合、将来の

回復可能性を加味したうえで減損処理の要否を検討しております。将来の事業計画により実

質価額が取得価額まで回復が見込まれなかった場合、投資有価証券評価損を認識することで

当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(2) 財務制限条項

当社は株式会社みずほ銀行と金銭消費貸借契約を締結し、2017年２月22日に借入を実行し

ております。

2022年12月31日現在借入残高　120,000千円

本借入において、借入先との間で、主に以下の遵守事項や期限の利益の喪失事項が定めら

れております。

遵守事項としては、本借入の債務完済までの間、以下の事項を借入先に対して遵守する。

①各年度の決算期末日における単体及び連結の貸借対照表における純資産の部の金額を

正の数に維持すること。

②単体の貸借対照表における現預金が９億円を下回った場合速やかに当該事由の発生を

報告し、発生した日以降の研究開発計画について借入先と協議すること。

③以下に掲げる行為を行う場合は、事前に借入先の承諾を得ること。

イ.組織変更、合併、会社分割、株式交換、株式移転（当社の連結子会社のみが当事者と

 なる組織再編行為を除く）

－ 9 －



2023/03/01 12:33:12 / 22942102_株式会社デ・ウエスタン・セラピテクス研究所_招集通知

連結注記表

ロ.自己信託の設定

ハ.事業又は資産の全部又は一部の第三者への譲渡（セールアンドリースバックのための

 譲渡を含む）

ニ.第三者の事業又は資産の全部又は一部の譲り受け

④資産の全部若しくは一部について担保物権の設定又は当該担保物権について対抗要件

の具備を行わないこと。

⑤東京証券取引所（プライム市場、スタンダード市場またはグロース市場のいずれかを問

わない）における上場を維持すること。

また、期限の利益の喪失としては、以下の事由が生じた場合には、借入先は本借入の全部

又は一部の期限を喪失させることが出来る。

①当社が本事業譲渡に関わる「新規パイプライン」の全ての中止を決定したとき。

②当社が借入先に「新規パイプライン」の一部の中止決定の報告をした場合において、当

社の債務履行に重大な影響を及ぼすおそれがあると借入先が判断したとき。

③当社が借入先と合意した「新規パイプライン」の進捗状況に応じて、借入先が満足する

内容の資金調達計画を当社が作成しない場合。

④当社が本借入に基づく義務の履行を怠り、当該不履行が10営業日以上治癒されないと

き。

当社は株式会社みずほ銀行と限度貸付契約を締結し、2020年11月25日に借入を実行してお

ります。

なお、当連結会計年度の末日における限度貸付契約に係る借入金未実行残高は次のとおり

であります。

貸付限度額　　　　　　　　　　　　　　　　　200,000千円

借入実行額　　　　　　　　　　　　　　　　　100,000千円

差引額　　　　　　　　　　　　　　　　　　100,000千円

本借入において、借入先との間で、主に以下の遵守事項や期限の利益の喪失事項が定めら

れております。

遵守事項としては、本借入の債務完済までの間、以下の事項を借入先に対して遵守する。

①各年度の決算期末日における単体及び連結の貸借対照表における純資産の部の金額を

正の数に維持すること。

②単体の貸借対照表における現預金が９億円を下回った場合速やかに当該事由の発生を

報告し、発生した日以降の研究開発計画について借入先と協議すること。

③以下に掲げる行為を行う場合は、事前に借入先の承諾を得ること。

イ.組織変更、合併、会社分割、株式交換、株式移転（当社の連結子会社のみが当事者と

 なる組織再編行為を除く）

ロ.自己信託の設定

ハ.事業又は資産の全部又は一部の第三者への譲渡（セールアンドリースバックのための

 譲渡を含む）

ニ.第三者の事業又は資産の全部又は一部の譲り受け

④資産の全部若しくは一部について担保物権の設定又は当該担保物権について対抗要件

の具備を行わないこと。

⑤東京証券取引所（プライム市場、スタンダード市場またはグロース市場のいずれかを問

わない）における上場を維持すること。
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期限の利益の喪失としては、以下の事由が生じた場合には、借入先は本借入の全部又は

一部の期限を喪失させることが出来る。

①当社が「本件パイプライン」の中止を決定したとき。

②当社の事業もしくは財産が悪化し、また悪化するおそれがあり、債権保全のために必要

であると借入先が判断したとき。

③当社が借入先と合意した「本件パイプライン」の進捗状況（最短2024年７月末時点）に

応じて、借入先が満足する内容の資金調達計画を当社が作成しない場合。

④当社が本借入に基づく義務違反が発生し、当該違反が10営業日以上解消されないとき。

当社は株式会社みずほ銀行と限度貸付契約を締結し、2022年11月30日に借入を実行してお

ります。

なお、当連結会計年度の末日における限度貸付契約に係る借入金未実行残高は次のとおり

であります。

貸付限度額　　　　　　　　　　　　　　　　　440,000千円

借入実行額　　　　　　　　　　　　　　　　　 13,000千円

差引額　　　　　　　　　　　　　　　　　　427,000千円

本借入において、借入先との間で、主に以下の遵守事項や期限の利益の喪失事項が定めら

れております。

遵守事項としては、本借入の債務完済までの間、以下の事項を借入先に対して遵守する。

①各年度の決算期末日における単体及び連結の貸借対照表における純資産の部の金額を

正の数に維持すること。

②単体の貸借対照表における現預金が９億円を下回った場合速やかに当該事由の発生を

報告し、発生した日以降の研究開発計画について借入先と協議すること。

③以下に掲げる行為を行う場合は、事前に借入先の承諾を得ること。

イ.組織変更、合併、会社分割、株式交換、株式移転（当社の連結子会社のみが当事者と

 なる組織再編行為を除く）

ロ.自己信託の設定

ハ.事業又は資産の全部又は一部の第三者への譲渡（セールアンドリースバックのための

 譲渡を含む）

ニ.第三者の事業又は資産の全部又は一部の譲り受け

④資産の全部若しくは一部について担保物権の設定又は当該担保物権について対抗要件

の具備を行わないこと。

⑤東京証券取引所（プライム市場、スタンダード市場またはグロース市場のいずれかを問

わない）における上場を維持すること。

期限の利益の喪失としては、以下の事由が生じた場合には、借入先は本借入の全部又は

一部の期限を喪失させることが出来る。

①当社が「本件パイプライン」の中止を決定したとき。

②当社の事業もしくは財産が悪化し、また悪化するおそれがあり、債権保全のために必要

であると借入先が判断したとき。

③当社が借入先と合意した「本件パイプライン」の進捗状況（最短2026年６月末時点）に

応じて、借入先が満足する内容の資金調達計画を当社が作成しない場合。

④当社が本借入に基づく義務違反が発生し、当該違反が10営業日以上解消されないとき。
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株式の種類
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末株式数

普通株式 29,358,600株 1,512,538株 － 30,871,138株

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

（変動事由の概要）

発行株式数の増加数の内訳は、以下のとおりであります。

新株予約権の行使による増加　　　　　　　　　　　　　　　544,800株

無担保転換社債型新株予約権付社債の行使による増加　　　　893,538株

譲渡制限付株式報酬の発行による増加　　　　　　　　　　　 74,200株

(2) 当連結会計年度末における新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。)の目的となる株式の種類及び数

　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　5,858,926株

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、事業運営上必要な資金以外の一時的な余資を流動性及び安全性の高い金

融資産により運用しております。銀行借入及び第三者割当による増資並びに転換社債型新株

予約権付社債により調達した資金の使途は事業譲受費用及び共同開発中のパイプラインに係

る費用並びに研究開発資金、事業運営資金であります。

②金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。一部外貨建のものにつ

いては、為替変動のリスクに晒されております。当該リスクについて、取引先ごとに期日管

理及び残高管理を行っております。投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であ

り、発行体の財務状況等を把握し、リスクの軽減を図っております。

　営業債務である未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であり、流動性リスクは

僅少でありますが、各部門からの報告に基づき、管理部門が月次で資金繰状況を管理すると

ともに、日次で資金の残高を確認するなどの方法により、手許流動性を一定水準以上維持す

ることにより管理しております。一部外貨建のものについては、為替変動のリスクに晒され

ております。転換社債型新株予約権付社債は、流動性リスクに晒されておりますが、当社で

は適時に資金計画を作成・更新することで、想定される必要な手許流動性を維持すること等

により、流動性リスクの管理を行っております。借入金は、金利の変動リスクに晒されてお

ります。

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 投 資 有 価 証 券 10,359 10,359 －

資産計 10,359 10,359 －

(1)
長期借入金(１年内返
済予定の長期借入金
を 含 む )

233,000 233,000 －

(2)
転換社債型新株予約
権 付 社 債

734,693 696,628 △38,064

負債計 967,693 929,628 △38,064

区分 当連結会計年度（千円）

非上場株式 143,192

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 － 10,359 － 10,359

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2022年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

（※1）「現金及び預金」、「売掛金」、「未払金」、「未払法人税等」については、短期

間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略して

おります。

（※2）市場価格のない株式等は、（1）投資有価証券には含まれておりません。連結貸借対

照表計上額は、以下のとおりであります。

(3)金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金(１年内返済予

定の長期借入金を含む)
－ 233,000 － 233,000

転換社債型

新株予約権付社債
－ 696,628 － 696,628

(1) １株当たりの純資産額 60円14銭

(2) １株当たりの当期純損失（△） △14円50銭

日本 オランダ
顧客との契約から

生じる収益
その他の収益

外部顧客への

売上高

227,438 220,662 448,100 － 448,100

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び評価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　元利金の合計額と満期日までの残存期間を債券発行元の信用リスクを加味した利率による

割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

　長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映していることから、時

価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル２の時

価に分類しております。

転換社債型新株予約権付社債

　元金の合計額と償還期限までの残存期間を当社の信用リスクを加味した利率による割引現

在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

７．１株当たり情報に関する注記

８．収益認識に関する注記

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、創薬事業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益

を分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」の「(3)会計方針

に関する事項⑤収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首） 101,674

顧客との契約から生じた債権（期末） 170,755

(3)顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並

びに当連結会計年度において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込

まれる収益の金額及び時期に関する情報

①顧客との契約から生じた債権の残高

　顧客との契約から生じた債権は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

②残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいて、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないた

め、実務上の便法を適応し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、

顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

９．その他の注記

（追加情報）

　緑内障治療剤「グラナテック
Ⓡ
点眼液0.4%」のロイヤリティ収入において、ライセンスア

ウト先の興和株式会社と契約内容に関する認識の相違があることが判明いたしました。当社

は、興和株式会社と当該認識の相違について協議し、当社の認識したロイヤリティ収入に誤

りはありませんでしたが、今後の同社との提携関係等を考慮し、本件解決のために解決金

44,140千円を特別損失として計上いたしました。
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株主資本等変動計算書

( 2022年１月１日から
2022年12月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合　　計資本準備金

資本剰余金
合　　　計

そ　の　他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰　　　越
利益剰余金

当 期 首 残 高 573,159 2,672,501 2,672,501 △1,241,378 △1,241,378 2,004,282

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 141,085 141,085 141,085 282,171

当 期 純 損 失
（ △ ）

△386,760 △386,760 △386,760

株主資本以外の
項目の当期変動
額 （ 純 額 ）

当期変動額合計 141,085 141,085 141,085 △386,760 △386,760 △104,589

当 期 末 残 高 714,244 2,813,586 2,813,586 △1,628,138 △1,628,138 1,899,692

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計その他有価証券評
価差額金

評価・換算差額等
合計

当 期 首 残 高 － － 2,692 2,006,974

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 282,171

当 期 純 損 失
（ △ ）

△386,760

株主資本以外の
項目の当期変動
額 （ 純 額 ）

△222 △222 △1,748 △1,971

当期変動額合計 △222 △222 △1,748 △106,560

当 期 末 残 高 △222 △222 943 1,900,413

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表

　個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

　・子会社株式………………………移動平均法による原価法を採用しております。

　・その他有価証券

　市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品……………………………最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産……………………定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降

（リース資産を除く） に取得した建物附属設備については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　８年～22年

工具、器具及び備品　４年～15年

②　無形固定資産……………………定額法によっております。

（リース資産を除く） なお、自社利用目的のソフトウエアについては社内にお

ける見込利用可能期間（３～５年）、契約関連無形資産

については契約期間に基づいております。

(3) 繰延資産の処理方法

株式交付費及び新株発行費………支出時に全額費用処理しております。

(4)　収益及び費用の計上基準

　顧客との契約について、企業会計基準第29号第17項に基づき、収益を認識するための５

つのステップに従い、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　知的財産等収益は、主にライセンス許諾に係るロイヤリティ収益、契約一時金及びマイ

ルストン収入等が含まれます。ロイヤリティ収入は、ライセンス先の企業の売上高に基づ

いて生じるものであり、ライセンス先の企業において当該商品が販売された時点で収益を

認識しております。契約一時金は、顧客への開発権・販売権等の付与が履行義務であり、

当該契約を締結した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識してお

ります。マイルストン収入は、顧客との契約で定められた、規則当局への承認申請等を含

む開発フェーズの進捗の条件の達成が履行義務であり、当該条件の達成により履行義務が

充足されることから、当該時点で収益を認識しております。

　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含ま

れておりません。

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理しています。
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２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認

識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っておりますが、当事業年度の損益及び期首利益剰余金に与える影響はあり

ません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める

経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって

適用することとしております。なお、当事業年度において、計算書類に与える影響は軽微で

あります。

３．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産　　9,212千円

無形固定資産　124,487千円

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、固定資産の減損損失の見積りに際し、減損の兆候があると判定された資産又は資

産グループについて減損損失の認識の判定を行っており、資産又は資産グループの帳簿価額

と、それから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額とを比較することにより、減損

損失の認識を判定することとしております。市場環境の変化により、減損の兆候があると判

定され、減損損失を認識する必要が生じた場合には、減損損失の計上により翌事業年度の計

算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（投資有価証券及び関係会社株式の評価）

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

投資有価証券（非上場株式）　143,192千円　　投資有価証券評価損　100,319千円

関係会社株式　 　　　　　　　99,279千円

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

　当社では、投資有価証券（非上場株式）及び関係会社株式の実質価額が著しく低下した場

合、将来の回復可能性を加味したうえで減損処理の要否を検討しております。将来の事業計
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株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末株式数

普通株式 100株 －株 － 100株

（繰延税金資産）

繰越欠損金 1,022,639千円

減価償却超過額 17,308千円

未払事業税 2,949千円

株式報酬費用 10,627千円

棚卸資産 180千円

投資有価証券 32,818千円

関係会社株式評価損 154,689千円

その他 1,544千円

繰延税金資産小計 1,242,758千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △1,022,639千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △220,119千円

評価性引当額小計 △1,242,758千円

繰延税金資産合計 －千円

画により実質価額が取得価額まで回復が見込まれなかった場合、投資有価証券評価損及び関

係会社株式評価損を認識することで当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。

４．貸借対照表に関する注記

①有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　 62,530千円

②関係会社に対する金銭債権及び債務

　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　101,048千円

　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,370千円

③財務制限条項

連結注記表の「４.連結貸借対照表に関する注記（2）財務制限条項」に同一の内容を記載

しているため、注記を省略しております。

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引

　営業取引による取引高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 33,726千円

　営業取引以外による取引高　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,600千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
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種類
会社等の
名称

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額

科目
期末
残高

子会社
日本革新
創薬株式
会社

(直接)所有
77.9(％)

役員の
兼務

資金の
貸付

管理業務
受託（注1）

3,600
未収
入金

330

資金の貸付 100,000
短期

貸付金
100,000

利息の受取
（注2）

1,000
未収
収益

712

(1) １株当たりの純資産額 61円53銭

(2) １株当たりの当期純損失（△） △13円05銭

８．関連当事者との取引に関する注記

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１.管理業務受託に係る取引金額は、取引規模を総合的に勘案し交渉の上決定しており

ます。

２.資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

９．１株当たり情報に関する注記

10．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　８.収

益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

11．その他の注記

（追加情報）

　連結注記表の「９．その他の注記　（追加情報）」に同一の内容を記載しているため、注

記を省略しております。
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